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一般社団法人 自然環境共生技術協会 

Natural Environment Coexistence Technology Association 
● ニ ュ ー ス レ タ ー 第 ７ ４ 号 ● 

 ～20 周年を迎えた NECTA の活動～ 

自然環境共生技術協会 アドバイザー  

大橋 敏行 

 自然環境共生技術

協会（NECTA）は、

創設から20周年の節

目を迎えました。

2002 年 8 月に、前身

の「自然環境共生技

術フォーラム」が設

立されてから20年、

また、2012 年 8 月に

それまでの公益社団

法人から一般社団法人に移行してから数えても

ちょうど 10 年となりました。 

もともと民間の勉強会組織として発足し、そ

の後の自然再生推進法の制定の動きの中で、そ

の取り組みの応援団として、民間からも協力し

ていこうという機運の盛り上りが、法人化の背

景にありました。その後「自然と共生する社会」

の実現が、国の重要な政策課題とされたことを

受け、本協会は、多様な自然環境の保全、創出

及び再生並びに自然とのふれあいに関する総合

的な自然環境共生技術の集積、向上及び確立を

図り、「技術」の側面から自然環境共生型社会の

形成に貢献することを目指してきました。特に、

自然再生事業など自然との共生を目指す技術は、

まだまだ体系的に整備、確立されているとはい

えないのが現状であり、従来の技術の枠をこえ

て学際的、統合的な観点から新たに開発してい

かなければならないことから、関係する省庁、

学識経験者等専門家の指導のもとに、現場を踏

まえた実践的な立場から幅広い活動を行ってき

ました。 

  

そして今、自然との共生、そしてそれを支え

る技術の重要性は，ますます高まってきていま

す。12 月の生物多様性条約 COP15 において採択

が予定されている「ポスト 2020 生物多様性枠組」

では、生物多様性の損失を食いとめ回復に転じ

させる（ネイチャー・ポジティブ）ための、新

たな目標設定等が盛り込まれることが見込まれ

ており、その中で、自然生態系を保全・再生し

ながら社会課題への対応を進める「自然を活用

した解決策（NbS）」が注目されるなど、当協会

が果たし得る社会的役割はますます拡大してい

くものと考えられます。 

 NECTA は、これまでの 20 年間に積み重ねてき

た実績を生かしながら、さらに新しい取組みへ

との節目の時期を迎えているところですが、そ

の協会の基盤を 13 年の長きにわたり、専務理事

として培ってきていただいた渋沢雄二氏が、9 月

の総会をもってご退任されました。氏は、専務

理事在任中には、公益法人改革への対応のため

の、一般社団法人化という財政組織基盤に係る

重要な移行措置を円滑、適切に実現されたほか、

情報発信ツールとしてのホームページの活用、

また、NECTA 事業の新たな柱となった環境省共催

の自然環境共生技術研究会（CoNECT）の開催、

定着など、協会活動の拡大に献身的に取り組ん

でいただきました。最近では、コロナ禍の中に

あっても協会の使命である、自然環境共生技術

の向上、共有のための事業活動や会員相互の交

流が停滞することのないよう、早々にオンライ

ンツールの導入等を進め会務の円滑な実施を確

保することにもご尽力されました。本協会の社

会的役割がますます高まる中で、それに応えて

いくための礎を築き発展させてきていただいた

渋沢前専務には、深く敬意を表し、厚く感謝を

申し上げたいと思います。 

そして、その礎の上に、今後とも会員の連携

協力のもと、NECTA が新たな歩みを進めていくこ

とで、2030 年ネイチャー・ポジティブという目

標の達成に向けて、自然環境共生技術の発展、

普及の面から貢献していくことかできればと、

20 年の節目を迎えた今、考えています。 

1.巻頭言 
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https://www.necta.jp


- 2 - 

1.全体概要 

第 5 回となる「自然環境共生技術研究会

(CoNECT)」が実会場とオンラインを併用したハイ

ブリッド形式で開催され、多くの参加者を得て、

活発な意見交換等が行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日時：令和 4年 6月 23 日(月)13:00-18:00 

令和 4年 6月 24 日(火)10:30-16:30 

主催：環境省自然環境局 

・一社)自然環境共生技術協会 

形式：発表者は実会場に集合、聴講者は Web 会議

システム Webex 経由でオンライン参加 

参加者：申し込み総数 218 名 

（環境省 130 名、NECTA 会員企業 88 名） 

プログラム 

＜1 日目＞        司会：阿部広報委員 

・開会挨拶：奥田自然環境局長 

・セッション 1：計画策定・合意形成 

（発表 5 件） 

・セッション 2：環境調査・モニタリング 

（発表 4 件） 

・特別講演：一ノ瀬友博氏 

（慶応義塾大学 環境情報学部） 

＜2 日目＞        司会：阿部広報委員 

・セッション 3：野生生物管理 1（発表 4 件） 

・セッション 4：野生生物管理 2（発表 4 件） 

・セッション 5：施設整備     （発表 5 件） 

・表彰式：審査員…堀上自然環境計画課長 

…森本 NECTA 会長 

・閉会挨拶：森本 NECTA 会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加者が 200 名を超える盛況ではあったが、先

の図（グラフ）に示すとおり、回を追うごとに右

肩上がりで増えていた参加者数が、今回初めて減

少に転じた。とくに、環境省からの参加者が 70

名以上減ったことが目立つ。この要因として、初

のオンライン開催となり参加者が急増した第 3 回

の評判を聞きつけ、期待を持って第 4 回に参加し

た方々のうち、充実感を得られなかった層が離れ

たことが考えられる。 

 

2. アンケート結果 

今回の参加者へのアンケートで研究会全体の印

象を訊ねたところ、全回答者が 4 段階評価のうち

「1.良かった」または「2.少し良かった」を選択

している。マイナス評価の回答が無かったのは 5

回目にして初めてである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自由回答の記載から推察すると、発表時間厳守

を徹底し、総合討論の時間を増やして議論を活発

化させた点などが評価されたようである。各セッ

ションを仕切るコーディネーターにはご負担をお

掛けしたが、参加者には好意的に受け止められて

いる。 

参加者減という残念な面もあったが、第 5 回

CoNECT は参加いただけた方にはおおむね好評を

得ることができた。ただし、初めてのハイブリッ

ド開催で、とくに 2 日目の会場ではネット接続に

一部不調が生じるなど、課題も明らかになった。

事務局としては毎回のアンケートで寄せられる意

見に真摯に向き合い、改善を重ね、参加者の期待

に応えられるよう今後も努力していきたい。 

（アジア航測 佐野 滝雄） 

 

 

  

２. 第 5 回自然環境共生技術 

  研究会(CoNECT)開催報告 

実会場とオンライン経由で参加者が集った 

参加者数の推移 各セッションの総合討論を取り仕切った 

座長、副座長のリードにより活発な討論が行われた 
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3.受賞者の発表内容の紹介 

 

【第 5 回自然環境局長賞】 

阿蘇草原再生の新ステージ ～科学的知見を活

用した新たな草原の維持管理の仕組みづくり～ 

環境省阿蘇くじゅう国立公園管理事務所 

山下 淳一 

阿蘇草原の現状と課題 

阿蘇草原は、放牧、採草、野焼きなど、人が

関わり続けることで維持され、人の関与がなく

なると藪化して失われてしまう、半自然草原で

ある。阿蘇草原は様々な公益的機能を有してお

り、例として多様な生き物のすみか、炭素固定

機能（阿蘇郡市の全世帯が排出する CO2の 1.7 倍

相当の量を固定）、観光資源としての役割（「阿

蘇でいいと感じた風景」として、観光客の 77.2%

が「草原が広がる風景」と回答）などが挙げら

れる。 

阿蘇草原は、農畜産業の衰退などによって、

過去100年間で半減以下に減少してきており、減

少に歯止めをかけるため、阿蘇草原再生協議会

（H17設置、R4現在で約 260団体・個人で構成）

を設置し、募金の創設や野焼き支援ボランティ

ア活動の推進などを行ってきた。しかし、阿蘇

草原を管理する 150 を超える牧野組合のうち、

「10 年以上野焼き等の草原の維持管理作業が継

続可能」と答えた組合は、面積比で全体の４割

にとどまるなど、草原維持を取り巻く状況は非

常に厳しい。そういった状況の中で、協議会で

は、30 年後の目標として「今と変わらない規模

の阿蘇草原を残す」ことを設定し、目標達成に

向けた必要な資金、労力を確保するための取組

として、新たに「公益機能保全のために多様な

主体が関わる草原管理」を取組の３本柱の１つ

に位置づけた。 

阿蘇草原再生協議会で掲げる目標と取組方針 

 

多様な主体が関わる草原管理に向けた取組例 

今回の発表では、環境省として取り組んでい

る２つの事例を紹介した。１つは、環境総合研

究推進費の研究によって知見解明が進んだ、水

源涵養機能に着目した仕組みづくりである。阿

蘇を源流にもち、西に向かって流れる白川の下

流域に位置する熊本市は、水道水のほぼ全てを

地下水で賄っている。これまで、この地下水と、

阿蘇草原との関係性は科学的によく分かってい

なかった。しかし今回、ススキは少ない水で光

合成ができるため、スギ・ヒノキと比較して蒸

散量が小さく、阿蘇のススキ草原は森林と比較

して、水資源の涵養機能が大きいことが明らか

になった。加えて、熊本市の地下水の供給源で

ある白川中流域の地下水プールと阿蘇カルデラ

は、直接地下でつながっていること、草原は降

った雨を緩やか、かつ安定的に涵養することな

ど、熊本の水と阿蘇の新たな関係性も明らかに

なった。この恵みの受益者に資金・労力確保の

両面で協力してもらうために、まずは新たな知

見を知ってもらうことが重要と考え、今春開催

されたアジア・太平洋水サミットの関連シンポ

ジウムを開催した、また、発表では「景観と地

下水を守る事業」と銘打って地元自治体が取り

組んでいる企業版ふるさと納税の例なども紹介

した。 

もう１つの事例では、ススキの野草資源とし

ての利活用促進の一環として、九州内で遺伝的

差異の小さいことが分かったススキを、地域性

種苗工の緑化材に活用することで、「自然公園に

おける法面緑化指針」の運用改善と、草原再生

の課題の両方にアプローチしている取組につい

ても紹介した。 

草原の水源涵養機能を伝えるためのイラスト 

 

現場の課題を解決する自然環境共生技術につい

て 

阿蘇草原再生の現場での課題の１つに、新た

な知見や協議会の動きが、地元に十分に伝わっ

ていないことがある。阿蘇くじゅう国立公園は、

多くの研究者や民間コンサル等が活動している

注目度も高い公園であると実感しているが、研

究等による成果を、現場の課題解決に上手く活

かすためにも、「分かりやすく伝えるという技術」

の重要性を実感している。  
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【第 5 回自然環境共生技術協会長賞】 

環境 DNA分析による魚類相調査結果を精査するた

めの「MiFish 法に係る誤同定チェックシート」

について 

いであ株式会社 中村 匡聡 

MiFish 法とは 

環境 DNA 分析は、現場で採水したサンプルに

含まれる DNA を分析することで、その場所に生

息する生物相を調べることができる手法であ

り、その簡便性や効率性から、行政機関等が行

う生物調査への本格的な適用が検討されつつあ

る。その中でも、魚類相を調査する手法とし

て、日本国内だけでなく世界的にも広く使われ

ているのが、MiFish 法（マイフィッシュ法）で

ある。 

MiFish 法は、魚類の DNA を特異的に増やすこ

とができる MiFish プライマーを使って PCR 増幅

を行うことで、採水サンプルに含まれていた魚

類の環境 DNA を効果的に検出することができ

る。MiFish 法では、サンプルから検出された

DNA 配列（問い合わせ配列）とデータベースに登

録された DNA 配列（参照配列）を比較検索し、

問い合わせ配列と最も似ている参照配列に付け

られた学名に基づいて種を同定する。 

 

MiFish 法の分析結果を精査する必要性 

この種同定の際に利用する国際塩基配列デー

タベース（以下、データベースとする）は、誰

でも DNA 配列情報の登録が可能で、それらの情

報は誰でも無償で利用できるという利点がある

ものの、登録されている情報の一部には、標本

の同定間違いや学名の間違いが含まれることが

知られている。また、分類学の進展により、学

名の変更や新種の追加などが生じることがある

が、データベース上の登録学名は、その変更に

応じて更新されることがほとんどないことか

ら、現在は有効ではない学名で登録されている

こともある。そのため、MiFish 法を用いた魚類

相調査を行った際には、データベースの登録学

名の間違いに起因する誤同定が生じる可能性が

あり、正確な調査結果を得るためには、環境 DNA

分析で検出された種の同定根拠となった登録情

報や種レベルでの同定が可能な種であるかの確

認等の精査を行うことが重要である。 

そこで、環境 DNA 分析による魚類相調査を実

施した際に、誰でも、簡単に、データベースの

登録データを精査できるツールとして、「MiFish

法に係る誤同定チェックシート」（以下、チェッ

クシートとする）を作成した。 

MiFish 法に係る誤同定チェックシートとは 

日本産の汽水・淡水魚類 372 種とその種内系

統である 99 系統の計 471 種・系統を対象に、

MiFish 法における全ての参照配列の登録情報を

データベースから抽出した。続いて、抽出した

DNA 配列を基に分子系統樹を作成し、学名等の登

録情報の信頼性を確認するとともに、魚類分類

学に精通した専門家により、抽出した登録情報

及び系統樹の精査（エキスパートチェック）を

実施した上で、国際塩基配列データベースの登

録情報の間違いを修正した「環境省版 MiFish リ

ファレンスデータベース」を作成した。チェッ

クシートは、この環境省版 MiFish リファレンス

データベースとリンクしており、チェックシー

ト内の所定のセルに環境 DNA 分析結果に記載さ

れたアクセッション番号（データベース上の固

有識別番号）を入力するだけで、そのアクセッ

ション番号で登録されたデータを精査すること

が可能である。 

また、このチェックシートを使用すると、種

間で DNA 配列の違いがないために、MiFish 法で

は種レベルで識別することが難しい種群（例え

ばフナ属やヨシノボリ属など）が採水サンプル

から検出された場合に、候補となりうるすべて

の種名を出力することも可能である。なお、本

チェックシートは、環境省生物多様性センター

の WEB サイトから誰でも入手が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
アクセッショ
ン番号（ユー
ザーが入力） 

データベース
上の登録学
名・和名 

MiFish 解析の結
果として採用を推
奨する学名・和名 

KJ135626.1 モツゴ コイ（飼育型） 

AP008941.1 ミナミメダカ キタノメダカ 

LC049712.1 ヌマチチブ チチブ / ヌマチチ
ブ / ナガノゴリ 

  

デ ー タ チ ェ ッ
ク の 方 法 が 分
からない 

ど の 登 録 デ ー タ
が 間 違 っ て い る
か分からない 

種同定の結果が
間違っていない
か確認したい 

正確な調査結果を得るためには、誰でも、
簡単に、データベースの登録データの間違
いを精査できるツールが必要である。 

精査のための 
ツール 

MiFish 法に係る誤同定チェックシート（抜粋） 
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【第 5 回自然環境局長奨励賞】 

海ワシ類のバードストライクの対策について 

環境省自然環境局野生生物課 福田 真 

■手引きの改定 

「2050 年カーボンニュートラル」の実現に向

け、風力発電施設も含めた再生可能エネルギー

の導入を促進するには、地域と共生する形での

適地の確保に取り組むことが必要であり、風力

発電施設におけるバードストライク対策は生物

多様性保全の観点から重要な課題の１つとなっ

ている。 

特に北海道では、「絶滅のおそれのある野生動

植物の種の保存に関する法律」により希少野生

動植物種に指定され保護増殖事業が行われてい

る海ワシ類（オジロワシ及びオオワシ）のバー

ドストライクが課題である。 

環境省では、平成 28 年（2016 年）に海ワシ類

のバードストライク対策のため、「海ワシ類の風

力発電施設バードストライク防止策の検討・実

施手引き」を作成した。この手引き作成から６

年が経過し、様々な知見が蓄積したことや小型

風力発電施設でのバードストライクが確認され

始めていることなど、作成当時から状況が変化

してきている。 

今後、風力発電施設の円滑な設置のためにも、

より効果的なバードストライク対策を進めてい

くことが必要であり、その後に得られた最新の

知見を活用して令和４年８月に「海ワシ類の風

力発電施設バードストライク防止策の検討・実

施手引き（改定版）」をまとめた。 

■改定の主なポイント 

１．餌場など海ワシ類の集結地でのバードスト

ライクの発生メカニズムの整理 

海ワシ類の集結地、海岸崖近辺での採餌行動

及び繁殖など、バードストライクが発生する要

因をイラストなどで整理し、立地検討のポイン

トを解説した（図を参照）。 

２．バードストライクが発生しやすい地形の類

型化・模式化 

海岸から近い急斜地の海岸崖でバードストラ

イクが発生していることを明らかにし、リスク

が高い場所をイメージ図で示した。 

３．営巣地等からの離隔距離の明記 

営巣地を中心とした行動圏への配慮として、

バードストライク防止と繁殖阻害の低減の２つ

の観点から、営巣中心域内（目安：巣を中心に

半径１km）での配置を原則避けること。高利用

域内（目安：巣を中心に半径２km）は、、有識者

の意見などを踏まえ慎重に立地の検討をするこ

と等を提示した。 

４．センシティビティマップの活用方法を記載 

鳥類のバードストライク発生や渡りのルート

等へ悪影響が予想される区域をあらかじめ把握

することが重要であり、そうした情報を整理し

たセンシティビティマップ（陸域版：平成 29

（2017）年度、海域版：令和元（2019）年度に

公開）を活用する方法について提示した。 

５．事後調査の方法 

バードストライクの実態を把握する死骸調査

の頻度等について記載した。さらに、稼働後に

繁殖状況や行動圏調査を行い、順応的な対策を

行う必要があることを提示した。 

■今後の課題 

海ワシ類のみならず今後のバードストライク

対策は、事業者、研究者及び行政など多くの関

係機関が連携をより一層深め、互いの役割分担

を明確にし、一体となって取り組んでいくこと

が求められている。本手引きがそのための一助

となれば幸いである。 

 

  海ワシ類のバードストライク発生要因のイメージ
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【第 5 回自然環境共生技術協会奨励賞】 

Eco-DRR の社会実装に向けた生態系保全・再生ポ

テンシャル評価のためのフレームワーク 

パシフィックコンサルタンツ株式会社 

中川 考介，小笠原 奨悟 

Eco-DRR とは 

自然生態系は、食料や水の供給、気候の調

節、災害の緩和、観光や文化の基盤等、様々な

生態系サービスを提供することで、社会や経済

の基盤を担っている。近年、このような自然生

態系の持つ多様な機能を活用して、様々な社会

課題の解決を図る Nature-based Solutions ; 

NbS（自然を基盤とする解決策）という考え方が

注目されている。Ecosystem-based Disaster 

Risk Reduction ; Eco-DRR（生態系を基盤とす

る防災・減災）は NbS の中でも、特に生態系の

持つ防災・減災機能に着目した取組を意味す

る。Eco-DRR は、近年の気候変動に伴う災害の激

甚化を背景に、防災・減災や生物多様性保全の

みならず、気候変動の緩和や自然との触れ合い

の場の提供等の様々な副次的効果が期待される

ことから、流域治水推進行動計画や気候変動適

応計画等の多くの行政計画に位置付けられてい

る。 

Eco-DRR の推進に当たっての地図化の重要性 

地方公共団体等が Eco-DRR の取組の意義や効

果を把握し、自然を活用した関連施策の検討を

行っていくためには、施策を実施することによ

る効果が高い場所の空間明示的な評価・可視化

が重要である。 

Eco-DRR 機能を含む生態系の機能を可視化・地

図化する手法は多岐にわたるが、地域における

Eco-DRR 関連施策の実装への活用可能性を念頭に

置くと、マップのユースケース（使われ方）を

想定した上で、対象地域における Eco-DRR の推

進の方向性を踏まえたバックキャスト的なマッ

プの検討が有効である。これを踏まえ、土地利

用状況の分析等から地域における Eco-DRR 推進

の方向性を検討し、その方向性を踏まえ雨水の

貯留・浸透機能や生物多様性保全機能の視点か

ら適地を選定するフレームワークを検討した

（図）。 

適地の抽出にあたっては、(1)雨水の貯留や浸

透が期待される場所、(2)生物多様性保全を図る

上で重要な場所、(3)生態系の保全・再生に取り

組みやすい場所の 3つの視点が考えられる。こ

の内、 (1)及び(2)について評価に適する指標の

選定を行った。雨水の貯留や浸透が期待される

場所の抽出にあたっては、数値標高モデル

（DEM）から計算される地形指標である TWI（地

形湿潤指数）と HAND（最近接流路鉛直距離）の

2 指標を選定した。また、生物多様性保全を図る

上で重要な場所を抽出する指標としては、半径

500ｍの自然的景観の多様度及び水田の連続性を

選定した。これらの指標の選定にあたっては、

オープンデータ等を用いて広域的・統一的に評

価が可能であることを重視した。 

上記の考え方をもとに、徳島県鳴門市における

ケーススタディを実施した。鳴門市は吉野川の

最下流部に位置し、氾濫原の多くは水田やハス

田として利用されている。これを踏まえ、湿

地・氾濫原における Eco-DRR の適地を抽出する

ことを目的に、上記で選定した指標を用いて地

形的に水が貯まりやすく、かつ、生物多様性を

図る上でも重要な場所の抽出を行った。結果と

して、既にビオトープの整備等が行われている

地域を含む Eco-DRR の適性が高い地域を抽出す

ることが可能となった。 

上記のように、Eco-DRR の取組の有効性をポテ

ンシャルマップとして地図化することは、既存

の自然再生活動等の地域の取組に対して防災・

減災の視点から新たな意義付けを行うことや、

Eco-DRR に資する新たな施策を検討するための基

礎材料として有効と考えられる。これらの地図

化のフレームワークや指標の考え方をもとに、

地域における Eco-DRR の取組が推進されること

を期待したい。 

  

図 Eco-DRR ポテンシャル評価のフレームワーク 

※本検討は、環境省事業「自然生態系を基盤とする防災減災推進事

業」の一部として実施しました。 
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4.特別講演 

「地域循環共生圏と生態系減災」 

講師：一ノ瀬 友博氏 

（慶應義塾大学 環境情報学部長） 

 
 

講演の導入部分で、気候変動に伴い激甚化す

る自然災害の現況が示され、続いて以下の関係

式が提示された。 

 
 

災害リスクを規定する要因のうち、ハザード

はコントロールできないので、その他の要素を

コントロールして備えるべきとのことであった。 

これらのうち特に「曝露」を回避することの

重要性が気仙沼市の土地利用を例に語られた。

気仙沼市の 1913 年から 2011 年に至る土地利用の

経時変化を東日本大震災の津波浸水範囲に着目

して整理したところ、昔は水田や湿地であった

ものが、都市的土地利用に改変された様子が顕

著にみられ、推定被害額も 10 倍近くに跳ね上が

ったとの試算が示された。曝露の拡大が招いた

結果である。 

 

 
 

 
 

続いて、伝統的河川工法である「霞堤」の効

用をシミュレーションで定量化した例が紹介さ

れた。現在主流の連続堤に比べ、より大きな洪

水に対して顕著な効果が期待でき、かつ霞堤隣

接地の水田は湿地に依拠する生物の棲み処とし

て多様な機能を持つとのことであった。 

 
 

さらに、水害リスクのある土地とコウノトリ

の生息適地との一致率が高いとの分析結果が示

され、人口減少で耕作放棄地などが増えている

現状を逆手にとって、リスクの高い土地では自

然再生を実施し、生態系減災と生物多様性保全

を両立させる道筋への可能性が語られた。 

 
 

最後に阿蘇地域の草原維持が担い手不足で難

しくなり、草原景観が変容しつつある例が紹介

され、受益者と負担者が一致しにくい生態系減

災を普及させるために、上下流連携を含め、ガ

バナンスや負担の仕組みをデザインする必要性

が強調された。 

気候変動・人口減少時代の持続的な地域づく

りを見据えた、現実的なシナリオを示唆する講

演であった。 

（アジア航測 佐野 滝雄） 

講演する一ノ瀬氏 
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5.講評 

自然環境共生技術協会会長 森本 幸裕 

５回目を迎えた CoNECT。３回目のオンライン

併用だが、有意義でもある。世界一の地殻変動

帯ともいえる日本列島各地だからこそ多様な自

然環境があって、その課題と対応も多岐にわた

る。僻地も含む参加者にとって情報共有の貴重

な機会であることは間違いない。特に、前回に

も増してよく準備された討論は有意義だった。

企画に携わられた方々、ご参加の皆様、EcoDRR

をテーマとした講演をいただいた一ノ瀬友博先

生に感謝したい。 

今回、改めて感じるのは、「保護区」の「管理」

の重要性である。30by30 で一躍脚光を浴びるこ

とになった「保護区」だが、区域を定めて権利

制限をするだけでは、その価値の継承は困難で、

その本質的価値の継承のためには、適切な管理

が不可欠である。科学技術的側面だけでなく、

社会的、経済的な Best Available Technology で

あることが自然環境共生技術に要求される。 

今回は、計画策定・合意形成、環境調査・モ

ニタリング、野生生物管理（１）（２）、施設整

備、の５つのセッション。「合意形成」というキ

ーワードが明示された。遺伝子技術のような要

素技術に加えて、自然環境共生技術の総合的な

展開が期待される。例えば「阿蘇草原再生の新

ステージ」では草原生態系の本質的な意義を押

さえつつ、新たな価値顕在化と多様な主体が関

わる広い視野の草原管理の模索を評価したい。 

扱うテーマは、緊急避難的な短期小規模なも

のから、長期の広域にわたるものがあっていい。

その上で、問題設定した時空スケールのマクロ

側とミクロ側も踏まえた考察をしてみると、更

に今後の展開に役立つのではないか。景観生態

学的に時空の階層構造を把握して、取組のゴー

ルを設定し、皆と共有することが「自然再興」

に必要だ。 

例えば日本の自然公園、いわば保護と利用に

折り合いをつける原点とも言える上高地の「景

観と防災の調和」の取組は多様なステークホル

ダーの合意形成が機能するかの試金石ともいえ

る。今回の発表に加えて、変化する地形とシフ

ティング・モザイクとして継承されてきた植生

景観の継承、大正池堰堤やその下流も含む長期

で広域の課題把握とソルーションの追求、つま

り時空スケールの階層性を踏まえた目標設定の

合意形成も必要かと思った。そのためには、多

くの発表のお題目にもなっている順応的管理や

PDCA において、本質的価値の認識とゴールの共

有が鍵になりそうだ。OECM や TNFD の時代に向け

て CoNECT の更なる展開を期待したい。 

1．総会概要 

令和 4 年度通常総会が、令和 4 年 9 月 14 日に

アルカディア市ヶ谷にてオンラインを併用して

開催されました。冒

頭に NECTA 森本会長

のご挨拶をいただ

き、続いて来賓であ

る堀上環境省自然環

境局自然環境計画課

長からご挨拶をいた

だきました。 

 

 議事は、令和 4 年 8 月 26 日に令和 4 年度第 1

回理事会で書面決定された以下の議案を議題と

して上程し、議決されました。 

①第１号議案 令和 3 年

度事業報告の件 

②第２号議案 令和 3 年

度決算の件 

①について渋沢専務理事

より、②について上杉総

務委員長より資料説明さ

れた後、金監事から監査

報告が行われ、全会一致

で資料のとおりとされま 

  した。 

 

③第３号議案 令和 4・5 年度理事及び監事選任

の件 

この件について渋沢専務理事より説明が行われ、

全会一致で可決されました。 

 以上の詳細は、別紙(巻末)をご参照ください。 

 また、報告事項として、以下の事項について

報告されました。 

①令和 4 年度事業計画及び収支予算の件 

②令和 4・5 年度審議委員及び研究顧問選任につ

いて 

③令和 4・5 年度委員会委員長及び副委員長の委

嘱について 

④その他 代表理事及び業務執行理事の業務執

行状況について 

 

 最後に、令和4年度通常

総会の終了をもって専務

理事任期満了となった渋

沢専務理事からのご挨拶

と、後任の市原新専務理

事からのご挨拶をいただ

きました。 
市原新専務理事 

３.通常総会報告 

森本会長による

開会挨拶 

堀上課長による 

来賓挨拶 
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2.特別講演会 

開催日：令和 4年 9月 14 日 

開催方法：会場およびオンラインによるハイブ

リッド方式 

演題：自然環境行政の最新動向 

講師：堀上 勝（環境省自然環境局自然環境計

画課長） 

講演概要 

（１）自然環境行政の国内外の主な動き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

COP15 については、30 by 30、途上国への資金

支援、遺伝資源デジタル情報（DSI）の 3 つが大

きな論点です。30 by 30 ロードマップは、単に

面積を増やすのではなく、健全な生態系を取り

戻すのが主目的です。OECM は、まず民間等が所

有する場所を自然共生サイトとして申請し、環

境省がそれを認定します。その中から環境省が

OECM として国際データベースに登録する仕組み

です。ビジネスでの生物多様性の主流化につい

ては、原材料の供給（サプライチェーン）が生

物多様性に負荷を与えていることが懸念される

ので、企業に情報開示を求める動きが出ていま

す。 

（２）外来生物法の改正について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外来生物法が改正され、ヒアリの強化、アメ

リカザリガニやアカミミガメのように放されて

しまうことが懸念されるものは、飼うのはいい

けれど放してはいけないというカテゴリーが設

けられました。地方公共団体が自ら主体的に防

除する形の改正も行いました。 

（３）令和 5 年度 環境省重点施策 

表は、環境省重点施策の全体像です。①時代

の要請への対応として、炭素中立型社会（カー

ボンニュートラル）に重点をおき、それと関連

する形で循環経済（サーキュラーエコノミー）

と自然再興（ネイチャーポジティブ）と同時解

決を図るという立て付けです。②不変の原点の

追求として人と命と環境を守る基礎的取り組み、

いわゆる公害関係と鳥獣対策、外来生物などが

含まれます。 

令和 5年度の環境省重点施策のうち、自然環境

局を中心にNECTAにかかわりが深い予算の説明が

ありました（下記参照）。これらについては、

「令和5年度環境省重点施策集」としてホームペ

ージで公表されているのでご確認ください。 

https://www.env.go.jp/content/000070439.pdf 

◆自然環境局 

・国立・国定公園新規指定等推進事業 

・OECM を活用した健全な生態系の回復及び連結

促進事業 

・自然環境保全基礎調査 

・自然生態系を活用した社会課題への対応促進 

・生物多様性国家戦略推進 

・国立公園満喫プロジェクト等推進事業 

・国立公園満喫プロジェクト等推進事業等のう

ち自然公園等事業 

・生物多様性保全推進支援事業（里山未来拠点

形成支援事業） 

・生物多様性条約等拠出金（SATOYAMA イニシア

ティブ等） 

・地方公共団体が実施する外来生物対策への支

援（外来生物対策管理事業） 

・国内へのヒアリの定着防止等（外来生物対策

管理事業、特定外来生物防除等推進事業） 

・指定管理鳥獣捕獲等事業 

◆水・大気環境局 

・良好な水循環・水環境創出活動推進事業 

・豊かさを実感できる海の再生事業 

（事業委員長 河野 勝） 

  

https://www.env.go.jp/content/000070439.pdf


- 10 - 

「次期生物多様性国家戦略の策定に向けた日本

造園学会からの提言」 

 株式会社地域環境計画 増澤 直 

日時：2022 年 6 月 19 日(日) 16:45-18:15 

開催場所及び方法：北海道大学農学部 

  口頭発表および ZOOM によるオンライン配信 

テーマ：「次期生物多様性国家戦略の策定に 

向けた日本造園学会からの提言」 

■趣旨：2030 年までの生物多様性の世界目標

（ポスト 2020 生物多様性枠組）は、2022 年の

COP15 で採択される予定である。また、これを実

施するための我が国の次期生物多様性国家戦略

の検討が進められている。日本造園学会学術委

員会では、次期国家戦略がより効果的なものと

なるよう、2 月に提言を提出した。本ミニフォー

ラムではこの内容を紹介するとともに、次期国

家戦略での提言の実現と、自然環境を活用した

地域課題の解決の推進に向けた地域空間計画の

充実・強化を含む生物多様性地域戦略のあり方

を議論する。 

■連携する団体：（一社）自然環境共生技術協

会（NECTA）、環境省、国連大学 

■開会：司会の渡辺綱男氏(国連大学)から、今

回が5回目であるミニフォーラムの趣旨説明が行

われた。 

 

■話題提供： 

「次期生物多様性国家戦略の策定に向けた日本

造園学会からの提言の概要」 

  大久保 悟氏（農研機構） 

 日本造園学会における次期生物多様性国家戦

略に向けたこれまでの議論をふまえ、2022年3月

に取りまとめられた提言に至る経緯や具体的内

容について紹介された。 

 

「市民や民間の力を取り込んだ生物多様性保全

の推進」 

        一ノ瀬 友博（慶応義塾大学） 

 生物多様性に配慮したまちづくりについて、

市民や NPO、企業などの多様な主体の連携による

取組を具体的事例とともに紹介された。あわせ

て現在の生物多様性の危機的状況の改善に向け

た社会変革の重要性を指摘した。 

 

「次期生物多様性国家戦略の下での生物多様性

地域戦略のポイント」 

  増澤 直（株式会社地域環境計画） 

生物多様性地域戦略の策定の現状と課題につ

いて紹介した。30by30・OECM の推進や主体間・

分野間での連携を中心に次期国家戦略の下での

新たな地域戦略策定に向けた方向性を提示した。 

 

■コメントと討論： 

環境省中澤氏より、提言実現には各省、各主

体の連携が重要だが、その連携の進め方につい

て、また生態系レッドリストの意義についてコ

メントと演者への問いかけがあった。 

連携について演者からは、省庁と関係自治体、

自治体内の部局内での連携が必要であること、

地域での主体間連携は中心的な役割を果たす人

が地域にいることが重要なこと、自治体が直接

連携をコーディネートするのは大変で、中間支

援組織が重要になること、中間支援団体の活動

はボランタリーではできず、お金が地域でまわ

る仕組みが必要なこと、ポスト枠組下の地域で

の取組は、地域の主体が自分事として進めてい

くことが必要なこと等が示された。生態系レッ

ドリストについては、まずは作成してみること

が大事で、常に改定していくこと、生態系の区

分を定義してまとめようとすると労力は大きい

が、植生図の凡例で整理するなどから始めれば

よいのではないか、またハビタットの見える化

をしたうえで、地図上で戦略を議論していくこ

とが重要との提案がなされた。 

また、環境省蔵本氏より話題提供での基礎自

治体の生物多様性に関する感度の低さをふまえ、

地域行政にいかに主体的に取組んでもらうかに

ついて意見が求められた。 

演者からは、OECM の有効性に注目し、自治体

の空間計画との整合を積極的に図っていくこと

や市民や企業へ国が直接アクションを起こすこ

との必要性、また脱炭素へのビジネスセクター

の高い関心が自治体に伝わったように生物多様

性分野でもその動きに先手を打つことの重要性

を示した。 

環境省奥田局長からは、提言書へのコメント

として土地利用に関して各省、行政、民間含め

縦割りを排除して取組む重要性、また社会変革

に際して社会・経済・環境の３つで持続可能性

を考え、経済をまわしていくことの必要性、さ

らに、畏敬の念、文化、歴史などお金だけでは

説明しきれないことを地域の幸せ、メリットに

どのように結びつけていくかを念頭に地域経済

を支えていくことの重要性が指摘された。 

司会の渡辺氏からは、新たな世界目標の議論、

30by30 やネイチャーポジティブにむけて、農林

漁業、企業活動、都市、消費活動のあり方を、

自然にマイナスではなくプラスの影響を与える

ものにどう転じていくかが大事になってくるこ

と、OECM や保護地域に限らず国土全体の生態系

４.特別報告：2022 年度日本造園学会 

全国大会ミニフォーラム開催概要 
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の質を上げていく取組も大事であること、それ

をいかに地域の課題と結び付けて取組んでいけ

るか、そのための省庁間の連携、制度間の連携、

市民や企業含む幅広い主体の参加、やわらかい

パートナーシップ、それらを支える生物多様性

の「見える化」、価値観の共有化が大事であるこ

と、とまとめがなされた。 

 

■総括コメント：下村 彰男 氏（國學院大學） 

20 年前から造園学会からこうした提言を出し

ている。空間的な視点、住民や民間との循環的

な仕組みづくり、エビデンスに基づいて進める

ことなど、提言の基本的な方向は当時から変わ

っていない。今回具体的な提言が盛り込まれた

のは素晴らしい。30by30 を含め環境省には国の

中での具体的な空間計画を描き政策として進め

て欲しい。自然が豊かな地域の地域戦略がなか

なか実現していないということなので、その促

進にウェイトをおくことが重要だと思う。 

生物多様性、自然環境保全と経済、地域づく

りの好循環について、もう少し具体的に描いて

いくことが重要になってくる。生物多様性に取

り組むことで、どのように活性化に結びつくの

かを描くことが大事であるということ、そして、

地域の自然と暮らしをどう結び付けていくかと

いう点で、これからの地域づくり、地域のスト

ーリー作りに文化的な側面が大事になる。国の

更なる努力と、学会の議論の深化をお願いした

い。 

〇通常総会の開催等 

 「通常総会のご報告」でも掲載しているとお

り、9月14日に令和4年度通常総会が開催され、

令和3年度の事業報告及び決算について承認をい

ただき、また、令和 4、5 年度の新理事の選任が

行われました。その結果、3 人の新理事が選任さ

れました。あわせて、令和4年度事業計画及び収

支予算等について報告を行いました。今回の総

会の開催に当たりましては、令和 2 年度、3 年度

の総会と同様、新型コロナウイルス感染症の発

生状況に鑑み、会員の皆様には可能な限り委任

状を提出いただき、総会への出席を最小限とし

ていただいた上での、開催とさせていただきま

した。 

 本来、総会は年一回、会員が一堂に会する貴

重な意見交換、懇談の機会ですが、3 カ年度続い

て、このような形での総会開催となりましたこ

とにつきましては、誠に残念であったところで

す。 

 その中で、環境省の堀上自然環境計画課長に

は、公務ご多忙中にもかかわらず、会場にご臨

席をいただき、ご挨拶を頂戴するとともに、総

会後に開催（オンライン併用）した特別講演会

において「自然環境行政の最新動向」をテーマ

のご講演をいただきました。さらに、特別講演

会の後の懇談会には、奥田直久環境省自然環境

局長にも駆けつけていただきました。 

 今回の総会開催に当たり、ご理解とご協力い

ただきました会員の皆様、また、お忙しい中ご

参加をいただきました、環境省の奥田局長、堀

上課長には、厚く御礼申し上げる次第です。令

和 4 年度こそ、NECTA 諸行事につきまして、正常

化ができますよう、新型コロナ感染症蔓延の一

日も早い沈静化を願うところです。 

(文責：企画運営委員長 神田 修二) 

【委員会活動】 

＜企画運営委員会＞ 

第 1 回 令和 4年 7月 12 日 

第 2 回 令和 4年 8月 9日 

第 3 回 令和 4年 9月 6日 

＜事業委員会＞ 

令和 4年 9月 14 日 特別講演会 

＜広報委員会＞ 

令和 4年 7月 15 日 NECTA ニュース第 74 号発行 

令和 4年 8月 26 日 

令和 4年 9月 2日 

＜研究委員会＞ 

令和 4年 7月 28 日 

令和 4年 8月 24 日 

令和 4年 9月 20 日 

＜生物多様性研究会＞ 

令和 4年 7月 8日 

令和 4年 9月 8日 

＜自然とのふれあい技術研究会＞ 

令和 4年 8月 31 日 

令和 4年 9月 28 日 

◆自然環境共生技術セミナー開催のご案内 

「令和 4年 第 1回自然環境共生技術セミナー」 

＜開催内容＞ 

テーマ：自然環境分野を舞台にした AIの活躍 

◎「AI を用いた植生予測モデルの開発とかわま

ちづくり等での VRの活用事例」 

 藤村善安氏 日本工営株式会社中央研究所 

 佐藤隆洋氏 日本工営株式会社 

            デジタル技術推進部 

◎「生物同定 AI アプリの開発～アプリを用いた

市民参加型生物多様性モニタリング」 

 藤木庄五郎氏 株式会社バイオーム 

代表取締役 

５.NECTA 最近の動き 

６.協会活動報告 
（令和 4 年 7 月 1 日～9 月 30 日） 

７.お知らせ・イベント情報 
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◎総合ディスカッション～自然環境分野での AI

の実装に向けた取り組みについて～ 

 

＜開催概要＞ 

日時：令和 4年 10 月 25 日（火）15～17 時 

場所：（一社）自然環境共生技術協会 会議室 

開催方法：オンライン配信（上限 100 名） 

参加費：無料（事前申込必要） 

参加申込：（一社）自然環境共生技術協会

（NECTA）事務局 e-mail necta-1@necta.jp 

 上記メールアドレスに登録事項（ご氏名、ご

所属、電話番号、メールアドレス）を記載の上、

10 月 20 日までにお申込下さい。 

 

◆自然環境共生技術セミナー開催の予定 

令和 4年度の自然環境共生技術セミナーは、全

3回を予定しています。第 2回(11月頃予定)、第

3 回(12 月頃予定)の開催が決まりましたら、

NECTA ホームページ（https://www.necta.jp/）

に掲載いたしますので、奮ってご参加いただき

ますようお願い申し上げます。 

 

◆NECTA 関連環境省人事異動情報（7/16～10/15） 

本省課長補佐級以上、地方課長級以上 

（8 月 1 日） 

九州地方環境事務所次長←荒牧 まりさ 

大山隠岐国立公園管理事務所所長←尾崎 絵美 

希少種保全推進室長←河野 道治 

自然環境整備課課長補佐←濱名 功太郎 

国立公園課課長補佐←宮澤 泰子 

国立公園利用推進室室長補佐←川瀨 翼 

希少種保全推進室室長補佐←福島 誠子 

滋賀県自然環境保全課長←辻田 香織 

鹿児島県自然保護課長←中山 直樹 

（8 月 12 日） 

外来生物対策室室長補佐←髙瀬 裕貴 

（9 月 1 日） 

北海道地方環境事務所長←番匠 克二 

信越自然環境事務所長←酒向 貴子 

京都御苑管理事務所長←田中 英二 

鳥獣保護管理室室長補佐←岩本 千鶴 

自然環境共生技術協会前専務理事  

渋沢 雄二 

私は、先月 14 日開催の令和４年度通常総会の

終了をもって、専務理事の任期を満了いたしま

した。13 年間にわたり NECTA 専務理事として、

会員の皆様はじめ関係各位にはたいへんお世話

になりました。ここに、改めて御礼申し上げま

す。 

思い起こせば、まだ

任意団体だった自然環

境共生技術協会の時代

に、前任の赤土専務理

事から突然お電話をい

ただき、「今度こういう

団体を設立するのでぜ

ひ手伝ってもらえない

か。」とのご依頼を受

け、「自然環境は私の専門外なのでお役に立つか

わかりません。」と申し上げましたが、そこは大

丈夫だからということでNECTAにお世話になるこ

とになった次第です。 

公益法人となってから、NECTA の活動は非常に

活発化しました。しかし、その後徐々に会員数

の減少、受託業務の減少などにより協会運営に

は非常に厳しい時代が続きました。公益法人改

革への対応の問題も、当協会のような規模での

協会にとってはとてもつらい宿題でした。 

このような中でも、関係者のご努力により、

公益法人改革への対応は何とかクリアして一般

社団法人として再スタートがすることができま

した。会員数は回復できたとは言えませんが、

受託業務についても毎年、何とか確保できてい

ることから、協会運営は何とか維持できていま

す。 

近年は、過去に蓄積された技術を共有するこ

とを目的とした技術セミナーや、環境省との共

催による自然環境共生技術研究会 CoNECT を、毎

年、定期的に開催するなど、これまでにない活

動の広がりが見られます。今後、このような活

動を引き続き継続するとともに、新たな課題へ

の取り組みに積極的に挑戦し、NECTA の存在感の

拡大を図っていただけることを期待しています。 

長年にわたり、たいへんお世話になりました。

NECTA の今後の発展を、心より祈念しております。 

 

≪編集後記≫ 

今回の NECTA NEWS 第 74 号は、広報委員会の体

制変更があって初めての発行となりました。2 期

4 年にわたり広報委員会を引っ張ってくれた市原

前委員長がアドバイザーに昇格され、メッツ研

究所の枝松新委員長の下、ニュースレター作成

の新たなスタイルを構築しはじめました。 

さて、今回の NECTA NEWS では第 5回 CoNECT の

総集編をメイン企画として作成しました。この

度原稿をお寄せくださった森本会長はじめ関係

の皆様に、深く御礼申し上げます。CoNECT をは

じめとした広報活動のさらなる推進により、広

報委員会は今後も多くの皆様と交流の機会を創

出していく所存ですので、何卒よろしくお願い

申し上げます。  （広報委員 阿部まゆ子） 

８. 専務理事任期満了のご挨拶 
 

mailto:necta-1@necta.jp
https://www.necta.jp/
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別紙 令和 4 年度通常総会資料（抜粋） 

第１号議案 

 

令和 3 年度事業報告 

 

令和 3 年度（令和 3 年 7 月 1 日～令和 4 年 6 月 30 日）の「一般社団法人自然環境共

生技術協会」の運営及び事業活動については、令和 3 年度事業計画に基づき、会員各

位のご協力により、活発な事業展開を図ることができた。 

企画運営委員会、総務委員会、事業委員会、広報委員会及び研究委員会においては、

それぞれの所掌事項に関する運営方針に基づき、協会活動の円滑な推進、事業計画の

適正な執行、講演会・セミナー・講習会の開催等による事業活動の充実、広報活動の

充実、自然環境共生技術に関する研究活動の推進など、積極的な取組みを行った。 

令和 3 年度における会員の異動、総会、理事会、各委員会の開催状況及び事業活動

の概要は、以下のとおりである。 

 

１．会員の異動 

令和 4 年 6 月 30 日現在における会員数は次のとおりである。 

会員種別 

令和 3

年 

７月 1

日現在

会員数 

入会者数 退会者数 

令和 4 年 

6 月 30 日

現在会員

数 

備 考 

正会員 33 0 1 32  

賛助 

会員 

法人 0 0 0 0  

個人 4 0 0 4  

特別会員 3 0 0 3  

計 40 0 0 39  
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２．総会、理事会、各委員会などの開催 

１）総会、理事会、各委員会などの開催状況 

 総会、理事会及び各委員会を次のとおり開催した。 

 

区 分 開催回数（回） 

通常総会 1 

通常理事会（うち書面決議 1 回） 2 

審議委員会 1 

 

 

委員会 

企画運営委員会 

※第 11 回、第 12 回は同日に開催 

11 

総務委員会 2 

事業委員会 随時 

広報委員会 4 

研究委員会 9 

 

２）各委員会の活動 

（１）企画運営委員会 

協会活動全般に亘る情報交換を積極的に行い、事業計画執行上の総合的な調

整を図るとともに、協会全体としての事業活動の効率的かつ円滑な推進に努め

た。また、一般社団法人としての運営の維持・充実を図るため、会員の拡大策

などに関する検討を行った。 

 

（２）総務委員会 

総会の適正な管理・運営を図るため、規程・規則などの充実、会員の拡大・

拡充についての検討を行った。また、予算案､決算案の作成・検討、総会及び理

事会の開催準備などを行った。 

 

（３）広報委員会 

協会内外への広報活動の充実を図るため、協会のパンフレットを改訂･発行す

るとともに、協会の活動状況などを伝えるためニュースレターを４回発行した。 

また、ホームページにより、協会の機能や活動状況を紹介し、協会活動の広

報に努めた。さらに、2021 年版会員名簿の更新・発行を行い、会員、関係機関

などに広く配布した。 

 

（４）事業委員会 

特別講演会、野外セミナー、技術士第二次試験受験講習会などの事業を計

画・実施し、技術力の向上と人材の育成に努めた。毎年９月に実施していた特

別講演会は、新型コロナ感染拡大防止の観点から延期し、令和 4 年 1 月 18 日に
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奥田自然環境局長に「自然環境行政の最新動向について」と題して講演してい

ただいた。令和 4 年 6 月 7 日には下村副会長（國學院大學教授）に「最近の自

然環境保全（ふれあいを含む）の動向について ―自然公園の大きな転換期－」

と題して講演していただいた。野外セミナーについては、平成 4 年 6 月 3 日に

「Mt.FUJI SATOYAMA VACATION と静岡県富士山世界遺産センター」を訪問してエ

コツーリズムやワーケーションなどについて見識を深めた。技術士第二次試験

受験講習会については、今年度もオンライン形式で実施した。 

 

（５）研究委員会 

研究活動の企画、円滑な推進、各研究会の成果のとりまとめ及び成果活用に

努めた。前年度はコロナにより中断していた技術セミナーを令和 3 年 11 月、12

月、令和 4 年 2 月の 3 回、専門家や環境省職員を招聘しオンラインにより開催

した。また当協会独自の研究活動を積極的に推進するため、会員の中から研究

員が参加して行っている自主研究会活動のうち 2 分野について継続し、中断し

ていた自然再生技術研究会については令和 4 年 6 月に開催した環境省との意見

交換会を経て令和 4 年度より活動再開予定である。 

 

３．事業活動 

１）調査・研究活動 

（１）自主研究活動  

① 自然とのふれあい技術研究会 

令和 3年度は、「自然公園等施設の長寿命化の課題について」について関係

者に講師をお願いしてテーマにそった話題提供や技術報告をしてもらい、研

究会メンバーの知識及び技術の向上に資する研究活動を行った。研究会は、

オンライン会議も併用して環境省オブザーバーにも出席していただき、合計 5

回開催した。 

 

② 自然再生技術研究会 

     令和 3 年度は、令和 2 年度に引き続き研究テーマを検討した。令和３年度

第１回技術セミナー（令和 3 年 11 月５日開催）で東京大学名誉教授の鷲谷い

づみ先生を招聘し、「生態系スチュワードシップと自然再生事業について～こ

れからの自然再生事業～」について講演をいただいた。また、令和 4 年 6 月

に環境省の関係者を招聘して自然再生事業に係る意見交換会を開催した。現

在、環境省で検討中の「30ｂy30」を推進する上で、自然再生事業等で実践さ

れ、効果が認められている生物多様性の保全・回復に関する技術の体系化、

形式知化や表彰事業を国内外に向けた優良事例の裏付けとしての活用可能性

について検討を継続することとした。    
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③ 生物多様性技術研究会 

令和3年度は、過年度から検討してきた「生物多様性地域戦略のあり方」に

ついては、行政界に捉われない生物多様性の保全と活用に係る戦略のあり方

を視点に、ケーススタディとして多摩川流域を対象に生態系サービスの供給

マップの作製について検討を行った。また、「パブリックスペースとプライベ

ートスペースをつなぐ生物多様性～庭から始まる生物多様性～」をテーマと

した研究では、関連する事例収集を終え、3 つの空間スケールでの生物多様性

の評価手法の検討を行った。今後も評価手法の検討を行い、手法案が固まり

次第、試行を行う事とした。なお、令和 3 年度は 7 回の研究会を開催した。 

 

 (２) 受託調査活動  

 環境省から以下の 2 件の業務を受託し、会員企業の嘱託研究員が中心となっ

て各業務に対応した。 

① 令和 3 年度自然公園等施設技術指針（気候変動×防災、新技術の活用）検

討調査業務 

 自然公園等技術指針のうち「気候変動×防災」に関する部分を新規に策

定するための検討調査を行い、技術指針の改定を行った。 

 

② 令和 3 年度長距離自然歩道における生態系ネットワーク整理等業務 

 長距離自然歩道と既存の保護地域等との関係性を整理した上で、長距離

自然歩道が生態系ネットワークの形成に貢献している事例を調査し、その

要因等を整理することで、生態系ネットワーク形成における長距離自然歩

道の価値を再考した。 

 

２）技術の向上と技術者の育成を図るための活動 

（１）特別講演会 

【第 1 回】 

 ・日 時：令和 3 年 8月 16 日（オンライン会議方式） 

 ・テーマ：2022年の自然公園（公園法改正、アフターコロナ、ポスト2020） 

 ・講演者：愛甲哲也氏 

（北海道大学大学院農学研究院花卉緑地計画研究室 准教授） 

【第 2 回】 

・日 時：令和 4 年 1月 18 日（オンライン会議形式） 

 ・テーマ：自然環境行政の最新動向について 

 ・講演者：奥田直久氏（環境省自然環境局長） 
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【第 3 回】 

・日 時：令和 4 年 6月 7 日（オンライン会議形式） 

 ・テーマ：最近の自然環境保全(ふれあいを含む)の動向について 

―自然公園の大きな転換期―   

   ・講演者：下村彰男氏（國學院大學教授） 

 

（２）第 5 回自然環境共生技術研究会 

・日時：令和 4年 6 月 23 日（木）13：30～18：00～同 24 日（金）9：30～15：30 

  ・場所：日比谷図書館(主会場)、Web 会議によるオンライン形式を併用。 

  ・主催：環境省自然環境局及び一般社団法人自然環境共生技術協会 

 ・参加者：環境省職員 130 名、NECTA 会員 88 名、総数 218 名 

 ・次第： 

   （6 月 23 日） 

   開会挨拶：奥田自然環境局長 

   セッション１：計画策定/合意形成(発表 5件)  

   セッション 2：環境調査/モニタリング(発表 4 件) 

   特別講演：「地域循環共生圏と生態系減災」 

           一ノ瀬友博氏 （慶応義塾大学教授） 

     （6 月 24 日） 

        セッション 3：野生生物管理 1（発表 4 件） 

 セッション 4：野生生物管理 2（発表 4件） 

         セッション 5：施設整備（5件） 

    

表彰式：審査員/堀上自然環境計画課長、NECTA 森本会長 

    （表彰受賞者） 

    局長賞：山下淳一・阿蘇くじゅう国立公園管理事務所  

「阿蘇草原再生の新ステージ」 

    奨励賞： 福田真・自然局野生生物課 

       「海ワシ類のバードストライクの対策について」 

    協会会長賞： 中村匡聡・いであ（株） 

       「環境 DNA 分析による魚類相調査結果を精査するための「MyFish 法に係

る誤同定チェックシート」について」 

      奨励賞：中川考介・パシフィックコンサルタンツ（株）  

       「Eco-DRR の社会実装に向けた生態系保全・再生ポテンシャル評価のため

のフレームワーク」 

・閉会挨拶：NECTA 森本会長 
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（３）野外セミナー  

・日 時：令和 4 年 6月 3 日（金）10:15～17:30   

・場 所：MT.FUJI SATOYAMA VACATION、静岡富士山世界遺産センター 

・内容 ：国立公園内に設置されたワーケーション施設、富士山の湧水を利

用した小水力発電などの見学。2017 年に開館した静岡富士山世界遺産セン

ターの見学。 

 

（４）技術セミナー 

【第 1 回】 

・日 時：令和 3 年 11 月 5 日 15:00～17：00 

・テーマ：「生物系スチュワードシップと自然再生」 

・講 師：鷲谷いづみ氏（東京大学名誉教授、NECTA 研究顧問） 

 

【第 2 回】 

・日 時：令和 3 年 12 月 5 日 15:00～16：30 

・テーマ：「OECM のあり方に関する国等での検討状況について」 

・講 師：環境省自然環境局自然環境計画課 羽井佐幸宏氏 

・テーマ：「国外における OECM の検討状況」 

  ・講 師：いであ（株） 国土環境研究所 自然環境保全部技師長 柏原聡氏 

 

【第 3 回】 

・日 時：令和 4 年 2月 22 日 15:00～17：00 

・テーマ：「ポスト 2020 生物多様性枠組と次期生物多様性国家戦略の検討について」 

   ・講 師：環境省自然環境局自然環境計画課生物多様性戦略推進室長 中澤圭一氏 

・テーマ：「生物多様性地域戦略策定手引きの検討状況」 

    ・講師：（株）地域環境計画技術本部生物多様性推進上席マネージャー 増澤直氏 

 

    （５）講習会  

令和 4 年 5 月 27 日(金)に協会会議室において、技術士第 2 次試験（環境部 

門：自然環境保全・環境保全計画）を受験される方を対象に Zoom によるリモ

ート講習会を開催した。受講者は 14 名であった。なお、開催にあたり、カリキ

ュラム等の検討を行い、「環境部門：自然環境保全･環境保全計画講習会テキス

ト」を編集・改訂し、講習会等で活用した。 

【講習会プログラム】 

① 「最近の環境行政の動向と自然環境保全施策」 

   講師：笹岡達男氏 東京環境工科専門学校 校長 
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② 「合格ラインに乗るための論文構成の作り方」 

講師：松沢孝晋氏 元アジア航測（株） 

③ 「受験体験談」 

講師：家倉凌氏 （株）プレック研究所  

 

（６）ＣＰＤの推進 

会員技術者の継続教育を推進するため、造園学会を中心に構成される造園Ｃ

ＰＤ協議会に参加し、講演会、講習会、セミナーをＣＰＤ認定プログラムとし

て申請し、実施した。 

 

３）情報提供等に関する活動 

（１）ニュースレター 

会員への情報提供として第 69 号～第 72号を発行した。 

 

（２）パンフレット・会員名簿 

協会パンフレットを改訂した。また､2021年版会員名簿を編集作成し、会員及

び関係機関などへ配布した。 

 

 （３）ホームページ 

当協会のホームページの情報更新を随時、実施した。 

 

（４）報告書・講演録等の発行  

【技術士試験講習会テキスト】 

・環境部門：自然環境保全･環境保全計画講習会テキスト（令和 4 年 5月） 

【会員名簿】 

・2021 年版会員名簿(令和 3 年 12 月) 

 

（５）自然環境共生に関する情報収集及び発信 

研究活動などを通じて自然環境共生技術に関連する情報の収集・集積を図っ

た。さらに、関連団体主催セミナーなど開催情報、関係省庁からの事務連絡な

どを会員に発信した。 

 

（６）環境省との意見交換会 

・令和 4年 1 月 18 日（オンライン会議方式） 

・テーマ：環境省自然環境局関連令和 4年度予算と重点施策  
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・環境省自然環境局出席者 

   生物多様性戦略推進室 奥田補佐 

国立公園課    中山補佐 

野生生物課    川瀬補佐、関専門官、村上補佐 

自然環境整備課  荒牧補佐 

      生物多様性センター 田口企画官 

自然環境計画課  小林補佐               

・協会側参加者： 75 名 

 

４）その他 

（１）日本造園学会全国大会におけるミニフォーラムの共催 

2022 年度日本造園学会全国大会において、環境省、国連大学との共催ミニフォ

ーラム「次期生物多様性国家戦略の策定に向けた日本造園学会からの提言」を令

和 4 年 6月 19 日に北海道大学農学部及びオンラインにて開催した。 

 

以上 
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第２号議案 

令和 3 年度決算の件 

（令和 3年 7 月 1 日から令和 4 年 6 月 30 日まで） 

 

令和 3 年度 決算（案） 

(単位：円)

当年度 前年度 増減

Ⅰ　資産の部

　　1　流動資産

現金預金

現金 25,236 119,899 -94,663

普通預金 19,478,056 20,153,352 -675,296

未収入金 5,000

前払費用 229,691 239,691 -10,000

19,737,983 20,512,942 -779,959

　　2　固定資産

特定資産

退職給付引当資産 850,000 850,000 0

850,000 850,000 0

その他固定資産

電話加入権 23,800 23,800 0

敷金 1,252,860 1,252,860 0

1,276,660 1,276,660 0

2,126,660 2,126,660 0

21,864,643 22,639,602 -779,959

Ⅱ　負債の部

　　1　流動負債

未払金 244,416 443,241 -198,825

預り金 21,906 10,449 11,457

未払法人税等 0 70,000 -70,000

未払消費税等 0 160,800 -160,800

266,322 684,490 -418,168

　　2　固定負債

退職給付引当金 850,000 850,000 0

850,000 850,000 0

1,116,322 1,534,490 -418,168

Ⅲ　正味財産の部

　　1　一般正味財産 20,748,321 21,105,112 -356,791

（うち基本財産への充当額） - - -

（うち特定資産への充当額） - - -

20,748,321 21,105,112 -356,791

21,864,643 22,639,602 -774,959

固定負債合計

負債合計

正味財産合計

負債及び正味財産合計

流動負債合計

貸借対照表
令和4年6月30日現在

科目

流動資産合計

         特定資産合計

その他固定資産合計

固定資産合計

資産合計
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財務諸表に対する注記 (略) 

財産目録 (略) 

（単位：円）

当年度 前年度 増減

      受取入会金 0 0 0

      受取会費 6,670,000 6,680,000 -10,000

      受託事業収益 9,108,000 11,660,000 -2,552,000

      自主事業収益 198,000 177,000 21,000

      受取民間助成金 0 0 0

      雑収益 271 269 2

15 ,976 ,271 18 ,517 ,269 -2,540,998

　　  給与手当 1,791,964 1,243,369 548,595

　　  業務委託費 462,000 1,878,800 -1,416,800

      嘱託研究費 6,297,500 7,920,000 -1,622,500

      会議費 471,059 71,420 399,639

      旅費交通費 454,820 411,866 42,954

      通信運搬費 389,082 438,152 -49,070

      什器備品費 151,340 15,811 135,529

      機器リース料 29,520 159,408 -129,888

      印刷製本費 437,503 235,752 201,751

      図書資料費 6,856 6,856 0

      事務用品費 49,294 47,552 1,742

      水道光熱費 83,584 71,458 12,126

      借室料 2,052,690 1,817,433 235,257

      諸謝金 15,800 0 15,800

      租税公課 10,000 180,800 -170,800

      雑費 499,923 434,098 65,825

13 ,202 ,935 14 ,932 ,775 -1,729,840

      給与手当 616,441 360,162 256,279

　　  業務委託費 198,000 792,000 -594,000

      法定福利費 17,086 10,465 6,621

      福利厚生費 13,750 5,500 8,250

      会議費 101,033 31,699 69,334

      旅費交通費 51,310 32,904 18,406

      通信運搬費 128,034 144,877 -16,843

      什器備品費 81,490 8,514 72,976

      機器リース料 9,840 53,136 -43,296

      印刷製本費 105,358 102,905 2,453

      図書資料費 1,714 1,714 0

      事務用品費 18,100 29,262 -11,162

      水道光熱費 55,721 47,638 8,083

      借室料 1,212,873 1,139,389 73,484

      諸謝金 132,000 132,000 0

      租税公課 81,236 80,635 601

　　　支払負担金 30,000 30,000 0

      雑費 346,141 332,752 13,389

3 ,200 ,127 3 ,335 ,552 -135,425

16 ,403 ,062 18 ,268 ,327 -1,865,265

-426 ,791 248 ,942 -675,733

0

－ － －

－ － －

－ － －

-426 ,791 248 ,942 -675,733

21 ,105 ,112 20 ,856 ,170 248,942

20 ,678 ,321 21 ,105 ,112 -426,791          一般正味財産期末残高

    　　経常費用計

    　当期経常増減額

 ２．経常外増減の部

  (1) 経常外収益

        経常外収益計

  (2) 経常外費用

        経常外費用計

       　　当期経常外増減額

          当期一般正味財産増減額

          一般正味財産期首残高

　　　　　管理費計

正味財産増減計算書

（令和3年7月1日から令和4年6月30日まで）

科     目
Ⅰ　一般正味財産増減の部

 １．経常増減の部

  (1) 経常収益

       　経常収益計

  (2) 経常費用

  　事業費

　　　　　事業費計

     管理費
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第３号議案 

 

令和4・5年度理事及び監事推薦の件 

 

 現在の当協会役員の任期は令和4年度通常総会までとなっているため、以下の事務局案のと

おり次期（令和4・5年度）の理事候補者16名と、監事候補者3名を総会に推薦します。 

 なお、同総会で理事就任が承認された場合、会長、副会長及び専務理事の候補者は、別紙

のとおりです。 

（五十音順） 

  

 理事  石
いし

濱
はま

 賢二
けんじ

   （株）ニュージェック 常務取締役技術本部長    （新任） 

 理事  市原
いちはら

 信男
のぶお

    アジア航測(株) 顧問              （新任） 

理事    上杉
うえすぎ

 哲郎
てつろう

     （株）日比谷アメニス 取締役 環境緑花研究室長  

理事  大嶋
おおしま

  聡
さとし

    西武造園（株） 取締役社長 

理事  小川
おがわ

紀一
きいち

朗
ろう

    アジア航測（株） 取締役会長 

理事  黒崎
くろさき

 靖
やす

介
すけ

     日本工営（株）  常務執行役員 

 理事  下村
しもむら

 彰男
あきお

    國學院大學教授      

理事  杉尾
す ぎ お

 大地
だ い ち

   （株）プレック研究所 代表取締役社長 

理事  妹尾
せ の お

 嘉之
よしゆき

    八千代エンジニヤリング（株） 常務執行役員 

理事  田畑
たばた

 彰
あき

久
ひさ

    いであ（株） 代表取締役社長 

理事  寺井
てらい

 和弘
かずひろ

    （株）建設技術研究所 取締役副会長 

 理事  鳥居
とりい

 敏男
としお

    (一財)自然公園財団 専務理事          （新任） 

理事  新島
にいじま

 俊
とし

哉
や

   （一財）日本緑化センター 専務理事 

理事  日高
ひ だ か

 彰
あきら

 パシフィックコンサルタンツ㈱ 上席執行役員 

 理事  森
もり

本
もと

 幸
ゆき

裕
ひろ

    京都大学名誉教授 

理事  山瀬
や ま せ

 一
かず

裕
ひろ

   （一財）自然環境研究センター 専務理事 

（16名） 

  

監事  金
こん

  秀俊
ひでとし

   （株）ドーコン 取締役常務執行役員 環境事業本部長 

 監事  杉本
すぎもと

 吉
よし

正
まさ

    (株)ザイエンス 取締役部長  

 監事  朝
あさ

倉
くら

  靖
やすし

    税理士法人イデアパートナーズ 税理士 

（3名） 

 

以上 
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第３号議案（別紙） 

 

令和 4・5年度役員（案） 

 

 会 長  森
もり

本
もと

 幸
ゆき

裕
ひろ

   京都大学名誉教授 

 副会長  下村
しもむら

 彰男
あ き お

   國學院大學 教授 

副会長  小川
お が わ

紀一
き い ち

朗
ろう

   アジア航測（株） 取締役会長 

 副会長  石
いし

濱
はま

 賢二
け ん じ

   （株）ニュージェック 常務取締役技術本部長 

 専務理事 市原
いちはら

 信男
の ぶ お

   アジア航測(株) 顧問 

理 事  上杉
うえすぎ

 哲郎
てつろう

    （株）日比谷アメニス 取締役 環境緑花研究室長 

理 事  大嶋
おおしま

  聡
さとし

   西武造園（株） 取締役社長 

理 事  黒崎
くろさき

 靖
やす

介
すけ

   日本工営（株） 常務執行役員 

理 事  杉尾
す ぎ お

 大地
だ い ち

   （株)プレック研究所 代表取締役社長 

 理 事  妹尾
せ の お

 嘉之
よしゆき

   八千代エンジニヤリング（株）常務執行役員 

理 事  田畑
た ば た

 彰
あき

久
ひさ

   いであ（株） 代表取締役社長 

理 事  寺井
て ら い

 和弘
かずひろ

   （株）建設技術研究所 取締役副会長 

 理 事  鳥居
と り い

 敏男
と し お

   （一財）自然公園財団 専務理事 

 理 事  新島
にいじま

 俊
とし

哉
や

   （一財）日本緑化センター 専務理事 

 理 事  日高
ひ だ か

  彰
あきら

    パシフィックコンサルタンツ（株） 上席執行役員 

 理 事  山瀬
や ま せ

 一
かず

裕
ひろ

   （一財）自然環境研究センター 専務理事 

 

 監 事  金
こん

  秀俊
ひでとし

   (株)ドーコン 取締役常務執行役員 環境事業本部長 

 監 事  杉本
すぎもと

 吉
よし

正
まさ

   (株)ザイエンス 取締役部長   

 監 事  朝
あさ

倉
くら

  靖
やすし

   税理士法人イデアパートナーズ 税理士            

 

以上 

 
以下略（報告事項１～４） 

 

 

 


